
「令和8年度刑事手続のIT化に係る通信サービス（専用線サービス）の提供及び保守等」意見招請結果に対する回答

№ 質問/意見 文　書　名 頁番号 章番号 節番号 小節番号 種 別 質　　　問　　　等 理    　 由 回答

1 意見 - - - - - 2
本調達において、拠点担当者様や貴庁ご担当者様の負担低減について提案されていることを、新たな加点項目
として「総合評価基準書別紙 総合評価基準表」内に追加することをご提案します。

本調達では、主副回線をそれぞれ異なる通信事業者が整備
を行うため、施設管理者様や貴庁立会者様の業務負担が発
生すると想定しており、施設管理者様や貴庁立会者様の負
担を低減した具体的な提案がなされていることが重要であ
ると認識しているため。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

2 意見 - - - - - 2
本調達の関連案件受注事業者との連携について具体的な提案がなされていることを、新たな加点項目として
「総合評価基準書別紙 総合評価基準表」内に追加することをご提案します。

「2.2 調達案件及びこれと関連する調達案件」に記載の通
り、本調達の内容のサービスはすでに開始されており、本
調達は専用線調達の更改と理解しております。そのため、
本調達は単に専用線を開通させるだけでなく、通信断が発
生しないよう、関連案件事業者との連携が不可欠であると
認識しているため。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

3 意見
別添資料2.借用回線

一覧
- - - 別添資料3 3

表の項番3「通信回線サービスの提供及び保守（令和9年２月～令和12年12月末）」について、開始月を「令
和9年1月～」に変更することを提案します。
既存事業者と異なる事業者が落札した場合、移行期間が必要になるため、利用開始月の約1か月前を目安に、予
め専用線を開通しておく必要があると考えます。

「2.2 調達案件及びこれと関連する調達案件」から、本調
達の回線はすでに既存事業者にて整備されていると理解し
ております。本調達にて既存事業者とは別の事業者が落札
した場合、既存事業者から新事業者へのネットワーク移行
が必要となります。ネットワーク移行の際に発生する通信
断期間を最小限に抑え、且つスムーズなネットワーク移行
をご対応する必要があると考えたため。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。

4 意見 調達仕様書 4 - - - 4 本調達仕様書に、調達方式の記載がないため、調達方式を記載いただけないでしょうか。
調達方式が不明である場合、貴庁の希望に沿ったご提案が
実現できない可能性があるため。

ご意見を踏まえ、2.4に調達方式を追加いたします。

5 意見
別添資料1.要件定義

書
4 2 3 表１ 4

「※1 1Uで設置する拠点数割合に応じて加点とする。」と記載がございますが、拠点数の割合ではなく、「各
拠点の総回線数の割合に応じて加点とする」といった記載内容へ修正いただけないでしょうか。

本調達では1拠点につき主副の2回線を提供する構成である
ため、一方が1Uでもう一方が2Uであるという場合も想定
ができるため。そのため、拠点数割合に応じての加点では
正当な評価ができないと考えるため。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。

6 質問
別添資料1.要件定義

書
4 2 3 表１ 1

「※5 デジタル庁が指定するDC内において、サービス提供に必要となる配線等をすること」と記載がございま
すが、サービス提供に必要となる配線をすることとなる、具体的な範囲をご教示いただけないでしょうか。

要件把握のため。
契約後に提示いたします。現在の想定としては、GSS東京DCは
ラック内配線、GSS大阪DCは隣接するラック間配線を実施してい
ただく予定です。

7 意見 調達仕様書 3 1 4 - 2
本調達では、拠点担当者様および貴庁ご担当者様の負担軽減策を、加点要素として追加することはいかがで
しょうか。

本調達では、主回線と副回線をそれぞれ異なる通信事業者
が整備することから、工事日程の調整や現地での立会い等
において、施設管理者様および貴庁立会者様に一定の業務
負担が生じることが想定されます。
そのため、これらの関係者のご負担を軽減するための具体
的な取り組みが提案されていることは、本調達において重
要な評価ポイントであると認識しているため。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

8 意見 調達仕様書 3 1 4 表１ 2

表の項番3「通信回線サービスの提供及び保守（令和9年2月～令和12年12月末）」について、既存事業者と
は異なる事業者が落札した場合、移行期間を確保する必要があるため、事前に開通しておくことが適切と考え
ます。
利用開始の約1か月前を目安に、専用線の開始時期を「令和9年1月～」へ前倒しすることを提案します。

既存事業者とは異なる事業者が落札し、新事業者へのネッ
トワーク移行が必要となった場合、移行作業に伴う通信断
の時間を可能な限り短縮し、円滑にネットワーク移行を進
める必要があると考えます。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。



№ 質問/意見 文　書　名 頁番号 章番号 節番号 小節番号 種 別 質　　　問　　　等 理    　 由 回答

9 意見 調達仕様書 4 2 2 - 2
本調達の関連案件受注事業者との連携について具体的な提案がなされていることを、加点要素として追加する
ことはいかがでしょうか。

本案件に関連する案件の事業者と連携により業者間が齟齬
なく情報を持ち円滑にネットワーク切り替えを行うこと
で、お客様負担の低減につながるかと考えます。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

10 質問 調達仕様書 5 - - - 1

本調達仕様書に、調達方式の記載がございませんが、RFPでは、明記される認識で合っていますでしょうか。 調達方式が不明である場合、貴庁の希望に沿ったご提案が
実現できない可能性があるため。

ご意見を踏まえ、2.4に調達方式を追加いたします。

11 質問
別添資料1.要件定義

書
4 2 3 表１ 1

「※1 1Uで設置する拠点数割合に応じて加点とする。」と記載がございますが、拠点には主副と2回線ござい
ますので、そのうち、1回線が1Uであれば、加点いただける認識で合っていますでしょうか。

要件把握のため。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。

12 質問
別添資料1.要件定義

書
4 2 3 表１ 1

「※5 デジタル庁が指定するDC内において、サービス提供に必要となる配線等をすること」と記載がございま
すが、配線を実施する箇所は、事業者が必要と判断する箇所以外にも、貴庁から指定される箇所もあるという
認識で合っていますでしょうか。

要件の把握のため

契約後に提示いたします。現在の想定としては、GSS東京DCは
ラック内配線、GSS大阪DCは隣接するラック間配線を実施してい
ただく予定です。

13 意見
02_別添資料1.要件

定義書.pdf
3 2 1 - 2

拠点担当者様および貴庁ご担当者様の負担低減に資する提案について、加点項目として追加していただけない
でしょうか。

拠点担当者様および貴庁ご担当者様の業務負担軽減に寄与
する提案が、本調達における品質・運用性の向上につなが
ると考えられるためです。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

14 意見
02_別添資料1.要件

定義書.pdf
3 2 1 - 2

本調達に関連する案件の受注事業者との連携に関し、具体性のある提案内容が示されていることについて、加
点項目としてご検討の上、追加いただけないでしょうか。

本調達に関連する案件の受注事業者との円滑な連携は、全
体最適および運用品質の向上に資すると考えられるためで
す。

ご意見を踏まえ、加点項目に追加いたします。

15 意見
02_別添資料1.要件

定義書.pdf
3 2 1 - 2

「なお、副回線は、主回線と異なる通信事業者が提供する回線サービスを使用すること。さらに正副回線の冗
長性を高める追加提案があれば行うこと。 」との記載につきまして、追加提案による加点項目ではなく、必須
項目としていただけないでしょうか。

冗長性を担保するために、主回線と副回線については異な
る管路を利用することを必須要件とすべきと考えられるた
めです。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。なお、
「副回線は、主回線と異なる通信事業者が提供する回線サービスを
使用すること」は必須項目となります。

16 意見
02_別添資料1.要件

定義書.pdf
4 2 3 表1 4

「※1　1Uで設置する拠点数割合に応じて加点とする。」との記載につきまして、評価の妥当性の観点から、
拠点数の割合ではなく、「各拠点の総回線数の割合に応じて加点とする」旨の表現へ修正をご検討いただけな
いでしょうか。

回線数が多い拠点ほど、機器構成・配線・運用の難易度や
影響範囲が大きく、それらを考慮した評価が妥当と考える
ためです。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。

17 意見
04_別添資料7.SLA

項目一覧.pdf
- - - - 1

各通信事業者の通信サービスで定義されているSLAを超える水準を本調達にて求める場合には、サービス内容
や提供条件が事業者ごとに異なる点を踏まえ、貴庁と協議・合意の上、採用する回線サービス毎に個別のSLA
を設定する形としていただけないでしょうか。

SLA項目一覧に記載の内容は、システム全体としては必要
なものと認識しておりますが、複数の通信事業者サービス
を組み合わせる場合、各社のサービス仕様上、定義されて
いるSLAを超える保証には原則対応できず、SLA水準も事
業者ごとに異なります。
そのため、一律に本項目のSLA遵守を求めた場合、追加設
備投資等により不要にコストが増大する懸念があるためで
す。

ご意見を踏まえ検討した結果、原文のとおりといたします。
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